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一般国道176号名塩道路事業の4車線化事業のうち城山トンネル区間は，現道に隣接する急傾斜

地内にある旧JR隧道や関西電力鉄塔，JR福知山線に配慮し，トンネル工事及び切土法面工事を

行う計画事業である．特殊な条件下での工事の仕様を確定させるため，「技術提案交渉方式（技

術協力・施工タイプ ECI方式）」を活用し，発注者・設計者・優先交渉権者（施工者）が技術

的な課題を解決し，工事契約に向け取り組んだ内容と成果を報告する．

キーワード 技術提案交渉方式，優先交渉権者，トンネル工事，専門部会

1. はじめに

一般国道176号名塩道路事業は，交通混雑の緩和，交通

安全の確保等を目的に現道拡幅を主体とした4車線化の

事業である． 
城山トンネル区間は，現道の北側に武庫川，南側には

狭隘な急傾斜地を挟んでJR福知山線，また急傾斜地の頂

上部に関西電力鉄塔を有するため，急傾斜地を切り開い

ての4車線拡幅が困難なことから，上り（三田行き）車線

は地山改変が最小となるようトンネル構造を計画してい

る（図-1，図-2）． 
また，現道部は急傾斜地斜面を有し，多数の亀裂や転

石を有することから，異常気象時通行規制区間に指定さ

れており，下り（宝塚行き）車線の整備にあたっては，

本トンネル構築後に上り交通を切り替えた後，トンネル

の影響範囲内において法面対策を含む長大法面の切土工

事で現道拡幅改良を行う計画である． 

切土工事区間の大部分がトンネル構造の影響範囲内で

あるため，切土工事にあたっては，地山状態の安定，ト

ンネル支保工及びトンネル覆工の施工時の状況，内空断

面の変位状況などのトンネル施工時の情報を十分把握し

ておく必要がある．また，切土施工時にトンネル覆工コ

ンクリート等に変状が発生した場合には，把握していた

トンネル施工時の情報を十分に考慮した上でその原因を

分析し対応する必要がある．このような状況下において，

トンネル工事と長大法面の切土工事の実施にあたっては，

切土時の変状影響を最小限とした経済的なトンネル本体

設計ならびにトンネルへの影響が最小限となるような切

土施工が求められることから，トンネル工事と切土工事

は一体的な工事として実施する必要がある．加えて，ト

ンネル及び切土施工時には，急傾斜地内に存在する旧JR

隧道との干渉及び交通量23,000台/日の現道交通，JR福知

山線ならびに関西電力鉄塔に対し影響を最小限とする確

実で経済的な施工方法を決定することが容易ではなく，

一般国道176号名塩道路事業の中で技術的難易度が高い

業務と考えられた． 

図-1 平面図

図-2 計画断面図
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2.  名塩道路城山トンネル工事に係る契約者の選

定経緯 
 
 (1)契約タイプの選定方法 
トンネル及び切土法面の施工においては，トンネルに

近接した旧JR隧道の影響（隧道の閉塞及び背面の空洞充

填，ゆるみ抑制），トンネルに近接したJR福知山線の軌

道への影響，トンネル上部の関西電力鉄塔への影響，ト

ンネル供用後に施工する切土法面工事によるトンネル本

体構造への偏土圧の影響等が懸念された． 

このように，特殊な状況下においてトンネル及び切土

法面工事を発注する際の「仕様の前提となる条件の確定」

を確実にする為には，施工者の優れた技術，経験を取り

入れなければ，経済的かつ安全で円滑な施工が難しいと

判断し，工事の発注方式として技術提案交渉方式を適用

した． 

なお，技術提案交渉方式の契約タイプの選定に際して

は，課題事項等に対する仕様が確定していないことから，

施工者の技術，経験に基づく目的物の品質・性能が発注

者にとって過剰な品質で高価格となる恐れがある．この

ため，別契約の設計者（コンサルタント）の技術等を活

用し的確な判断ができる体制を確保したうえで，参加者

から提出される技術提案書に基づいて選定された優先交

渉権者と技術協力業務を締結し，設計者が行う設計業務

に提案内容を反映させ，仕様の前提条件を確定した後に

価格等の交渉を行い施工の契約を締結する「技術協力・

施工タイプ（ECI 方式）」を適用することが妥当と判断

した． 

 
(2)後工事の随意契約 

トンネル工事と切土法面工事は，前述のとおり一体的

な工事であるべきだが，合算工期が国債支出年限（最長5

年）を超過することから切土工事を後工事として随意契

約にて実施することとした． 

 

(3)参考額の掲示 

技術提案交渉方式では，技術協力業務の参加者により

提案された目的物の品質・性能や価格等に大きなバラツ

キがある場合，発注者がその内容の適切な評価が困難で

あると想定される．そのため，目的物の品質・性能のレ

ベルの目安として，参考額を設定した． 

具体的には，工事の仕様の確定に必要な技術協力業務

の規模は600万円程度（税込み），工事の規模は後工事を

除き19億円程度（税込み）を想定していることを公示文

に提示した． 

 
(4)優先交渉権者選定から契約への流れ 

公共工事の品質確保の促進に関する法律（以下，「品

確法」という）第18条第2項に基づき，中立かつ公正な審

査を行うため，近畿地方整備局総合評価委員会の定める

ところにより，表-1の通り各技術分野を専門とする学識

経験者3名を中心に「名塩道路城山トンネル工事における

技術提案交渉方式の専門部会」（以下，「専門部会」と

いう）を設置した．この部会では工事内容，契約手続き

方法の適用性，技術提案内容，技術審査及び技術評価の

結果並びに技術評価点順位の妥当性，優先交渉権者との

価格交渉内容及び結果の妥当性，価格等交渉成立の判断，

公表内容について意見聴取を行った．なお，専門部会は

非公開とした．また，優先交渉権者選定から契約締結ま

での流れは図-3の通りである． 
 

３.技術提案を踏まえた優先交渉権者の選定 

 

(1)技術提案のテーマ設定 

競争参加者に求める技術提案については，技術提案評

価項目（テーマ）及び評価基準と配点等を第1回専門部会

で確認し，表-2の通りとした． 

表-1 学識経験者一覧 

 
 

 
図-3 契約者決定の流れ 

 

表-2 技術提案評価項目（テーマ） 

 

氏名（五十音順） 所属・役職 専攻

飯塚　敦
神戸大学　都市安全研究センター　教授
（近畿地方整備局　総合評価委員）

地盤工学

大西　有三
京都大学　名誉教授
（近畿地方整備局　総合評価委員長）

地盤工学

真下　英人
（一社）日本建設機械施工協会
　　　　施工技術総合研究所　所長

地盤工学
（トンネル）

評価基準 配点

理解度
１０点

※5段階評価とする

実施手順
及び

実施体制

１０点
※5段階評価とする

的確性
２０点

※5段階評価とする

実現性
２０点

※5段階評価とする

的確性
１０点

※5段階評価とする

実現性
１０点

※5段階評価とする

８０点合　　　　　　　　　　　計

技
術
協
力
業
務
に

関
す
る
提
案

①技術協力業務の実施に関する
提案

③リスクを想定した現場管理にお
ける提案能力
※２提案を上限

評価項目

②トンネル及び切土法面の施工
時において、地山安定に配慮した
施工方法の提案能力
※４提案を上限

技
術
提
案

主
た
る
事
業
課
題

に
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す
る
提
案

不
測
の
事
態
の
想

定

、
対
応
力
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技術提案のテーマ②③を「提案能力」としているのは，

技術提案交渉方式では通常の総合評価落札方式と異なり

仕様の確定が困難であることから，具体的な対応策では

なく，課題の抽出と対応策を論理的に示す能力が重要と

考え，評価基準の記載についてもそのような表現にして

いる．技術提案書は7社から受領し，提出があった7者に

対してヒアリングを行い，技術提案内容及び前提条件，

適用条件，検証内容等を確認した． 
 
(2)技術審査 

技術提案書について，技術審査結果（案）を第2回専門

部会に報告し，技術審査結果の妥当性が確認された．そ

の確認を踏まえ，入札・契約手続運営委員会にて技術審

査結果及び優先交渉権者，次順位以下の交渉権者を決定

し，1位順位者である優先交渉権者と技術協力業務を契約

した． 

技術提案の評価については，原則として提案ごとに現

地条件等を踏まえ，技術提案の工夫による効果において

的確性と実現性により評価した． 

 

４．技術協力業務 

 
 技術協力業務の工期は，2018年9月4日から2019年2月28

日まで（約6ヶ月）とし，工期内で工事の仕様を確定する

ための修正設計内容に基づいて価格等交渉のための工事

費の積算を行った． 
 本件工事の規模は公示文に「19億円程度（税込み）を

想定」と記載し，競争参加者に技術提案を求めた．しか

し，技術提案に履行義務がない為，価格の精査がなされ

ておらず，設計への反映にあたっては，工事規模（予算）

を踏まえた技術提案の「スクリーニング」，「コスト縮

減」が必要と考えた．一方で「将来維持管理への配慮」

にも着目し，当初設計並びに当初提案技術のブラッシュ

アップを実施した． 
 課題達成には，3者間での情報共有と協働体制の構築が

重要となる．このため，優先交渉権者との契約締結後直

ちに，発注者・設計者・優先交渉権者で合同現地確認を

行い，現地条件と課題を共有した．さらに，技術協力業

務における発注者・設計者・優先交渉権者が果たすべき

役割については初回協議時に議論し，表-3のとおり役割

分担協議を行い，合意結果を議事録に明記し決定した．

また，設計及び施工上の課題に関する協議事項や設計ス

ケジュールを定期的に把握するため，発注者・設計者・

優先交渉権者で毎月１回調整会議を開催し，各者の役割

における課題等について議論し方針等を確認することと

した． 
当該事業を完遂するにあたっては，「国道176号」，「JR

福知山線」，「関西電力鉄塔」の各施設に対し，トンネ

ル工事及び切土法面工事による変動挙動を設計段階から

高い精度で予測するとともに，施工時には，情報化施工

により各施設管理機関との事前協議に基づく制約条件を

確実に管理していくことが求められた． 

この為，業務開始時より，確定要素を随時反映し，CIM

モデルの作成を行い，地質状況の反映及び計画構造物と

既存近接構造物について干渉の確認を行った（図-4，図

-5）．変位予測にあたっては，CIMモデルを用いた3次元

FEM解析により，本トンネル計画地山の特徴である低土被

り変圧地形下におけるトンネル掘削及び切土の影響の予

測を行った．これら追加調査結果を踏まえた解析結果等

は，各施設管理者との関係機関協議において活用した． 

 
表-3 設計の役割分担 
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図-4 地質縦断図 

 

 

図-5 ＣＩＭモデル（地盤情報反映） 

 

なお，トンネル施工時に配慮すべき周辺への環境対策

や安全対策に関する住民説明には優先交渉権者が発注者

と同行し，技術・経験を踏まえた説明を行うことで，円

滑に現場着手に対する承諾を得ることができた． 

また，本件の事業課題である旧JR隧道の閉塞方法や切

土工事の施工方法，及びリスクを想定した計測管理等の

仕様の確定は，発注者・設計者・優先交渉権者による合

同現地確認での意見交換時，地質調査結果の意見交換時，

CIMモデルを活用した問題抽出時にリスクを洗い出した

うえで，優先交渉権者の提案をさらにブラッシュアップ

し，表-4の通り設計及び価格に反映した． 

さらに，CIMモデルの活用及び3次元FEM解析に基づく覆

工コンクリートの薄肉化，補助工法範囲の削減等のコス

ト縮減提案（表-5）については，学識経験者に施工上問

題がないことを確認した上で，優先交渉権者が技術・経

験を踏まえて実現可能と判断し，設計及び価格に反映し

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-4 ブラッシュアップ結果一覧表 

 

 

名塩道路城山トンネル 

旧JR隧道 

土砂部 

強風化部 

風化部 

地質情報を三次元モデルに反映 

風化部 

強風化部 

土砂部 
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表-5 コスト縮減結果一覧表 

 

 

図-6 城山トンネル事業完成イメージ（VRデータ） 

 

 これらの設計仕様は，手戻りが生じないよう仕様確定

の主要な段階で専門委員へ意見聴取しながら進めた． 

設計段階で作成したCIMモデル及び3次元FEM解析モデ

ルは，優先交渉権者による施工段階での活用課題を取り

込んだ上で作成し，施工時における計測・解析・対策へ

のフィードバック，工事中の施工品質の向上，出来高管

理へ活用できるように引き継げるものとした． 

 また，城山トンネル事業の完成イメージは，図-6の通

りである． 

 

５．技術協議及び価格等の交渉 

 

設計の進捗に応じて優先交渉権者と施工方法等の確認

を随時行った．技術協議は，施工方法等の確認結果を踏

まえて，近畿地方整備局において土木工事工事費積算要

領等と，優先交渉権者から提出された工事費算出の根拠

となる資料（構造・施工方法の内容，工事費内訳書にお

ける施工条件等）を精査し、双方の積算条件を確認した．

技術協議を通じて，工事費算出の根拠となる資料の見直

しの機会を設けるとともに，協議において，工事費内訳

書の内容を変更する場合は，適宜その時点の工事費算出

の根拠となる資料の提出を依頼した． 

 価格等の交渉は，優先交渉権者と最終的な施工方法等

の確認を行い，価格等の協議を開始し，歩掛見積り等の

妥当性の確認を行った．最後に優先交渉権者から提出さ

れた見積書等を用いて構造・施工方法の内容，施工条件

等を確認し，双方の積算条件に相違がないことに加え，

見積書の総額の妥当性を確認し価格等交渉を完了した． 

なお，施工時の条件変更において，施工時に強固な岩

盤が発生した等の想定できる条件変更については，発注

者・設計者・優先交渉権者で事前に確認を行い，変更が

生じることが考えられるものに関して特記仕様書に条件

明示をした上で，設計変更の対象とすることとした． 

 

６．まとめ 

 

本件で適用した技術提案交渉方式「技術協力・施工タ

イプ ECI方式」の適用効果として以下の点が挙げられる． 

①優先交渉権者の経験・知識を踏まえた当初設計の照

査が可能となった． 

②関係機関協議，地元説明等において，設計者及び優

先交渉権者が発注者と同行する事により，CIMモデ

ルの活用や具体的な対応策等を示すことが可能と

なり合意形成が円滑に進んだ． 

③学識経験者へ意見聴取ができる体制の構築が可能と

なり，高度な技術的課題であっても，学識経験者の

意見を踏まえた適切な設計を実施することができ

た． 

また，技術協力業務を進める中で円滑に業務を進める

ために優先交渉権者の選定前に，以下の点に留意した． 

①価格交渉で大きな相違がないよう，事前に想定され

る技術提案を考慮した高い精度での積算成果を所

持した． 

②設計を円滑に実施するにあたっては，技術提案交渉

方式を熟知した設計者を確保するため，本件では，

プロポーザル方式で適切なテーマを設定し技術者

を確保した． 

③技術提案や将来維持管理への配慮に伴う工事費の増

額を見据え，当初設計に対するコスト縮減検討を事

前に設計者に指示を行ったうえで，技術協力業務に

臨んだ． 

 さらに，技術協力業務締結後において，以下の点に 

留意した． 

①3者での情報共有と協働体制の構築が重要となるた

め，直ちに合同現地確認を行い，現地条件と課題等

を共有した． 

②価格等交渉を円滑に進めるため，優先交渉権者が提

案した技術提案を自らスクリーニングし，必要性の

高い提案のみを採用する方針とした．また，優先交

渉権者が当初設計に加えて実施したい対策（提案含

む）は，必要性を優先交渉権者が中心となって整理
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を行った． 

③設計進捗会議を月1回開催し，課題及び設計スケジュ

ールの共有を行った． 

 本件の取り組みを通じて，技術提案交渉方式を活用し 

設計を実施するにあたっての改善点として，以下の内容 

を求めたい． 

①優先交渉権者選定にあたり，評価手法が定まってい

ないため，効率的かつ円滑に評価するためには，あ

る程度の評価手法をマニュアル化することが必要

である．また，競争参加者から提出のあった技術提

案の評価については，説明書により「技術提案書に

記載された内容で評価する」としたが，技術提案に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対するヒアリングにより受発注者の認識に相違が

ある可能性もあることから，ヒアリング結果も一定

程度の評価ができれば良いと考える． 

②設計内容に応じて技術協力業務の適切な工期設定を

行う必要がある． 

③工事の予定価格を積算するにあたり，見積もりが1

者対応となるため，工事契約後に見積もりの妥当性

を検証する仕組みを構築することが必要である． 

④施工時に設計変更を伴う事象が発生した場合に，設

計変更が妥当であるかの審査に設計コンサルタン

トが第三者として関与できる体制の構築が望まし

い． 
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